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要約 
 産業保健とは、作業を人に、また、人をその仕事に適合させることである。その活動の第一優
先は有害業務管理であり、ほとんどすべての人にとって有害となる働き方は取り除く必要がある。
長時間労働では、月100時間以上（平均80時間以上）の残業はなくす必要がある。一方で、仕事
への影響を考えると睡眠の確保が重要であり、睡眠時間の確保や睡眠の質が保たれているかが鍵
となる。勤務間インターバル制度は具体的な解決策の１つとなる。治療と仕事の両立支援は、治
療の内容やスケジュールは病気によって異なり、また、たとえ同じ病気でも病態によって治療は
異なる。本人の希望や能力も様々であるため、1対1の紋切り型対応で済ますことはできない。本
人を中心において、医療機関（主治医等）と企業とが適切に情報を共有し、支援する取り組みが
必要である。ただし、支援する仕組みはあるが誰も相談しない、ということは常に起こりうる。
企業の中では、相談しやすい（信頼されている）人の配置とその者への役割・権限の付与、情報
管理のルールの制定およびその厳守、仕組みに関する社員および管理職への教育等、仕組みとそ
れが機能するための工夫とともに、仕組みの定期的な検証・改善も行うことが必要である。 
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Ⅰ．はじめに 
 2017年3月に政府より「働き方改革実行計
画」が出され、法令改正も含め、多くの政策
や企業での取り組みが進められている。日本
の将来人口推計では、全人口の減少、生産年
齢人口の減少、および、高齢者人口の全人口
に占める割合の増加が進行する。社会保障制
度を堅持するためにも、経済成長を進める政
策が欠かせない。「働き方改革」は、そのよう
な状況への対応策の1つである。一例として、
女性、高齢者、病気や家族の介護のために離
職していた人が働き続けられる環境を整備す
ることが検討されている。働く機会が増える 
 
ことは望ましいことであり、今まで以上に多
様な属性の人が一緒に働く（ダイバーシティ）
環境が増えることが想定される。仕事と人と
の適合をみる産業保健の視点から、「働き方改
革実行計画」の内容について検討する。 
Ⅱ．産業保健の定義 
 産業保健の目的は、ILO（国際労働機関）
とWHO（世界保健機関）の合同委員会に1950
年（1995年改訂）に定められ、以下のように
定義されている1)。 
「すべての職業における労働者の身体的、精
神的及び社会的健康を最高度に維持、増進さ
せること、労働者のうちで労働条件に起因す
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る健康からの逸脱を予防すること、雇用中の
労働者を健康に不利な条件に起因する危険か
ら保護すること、労働者の生理学的、心理学
的能力に適合する職業環境に労働者を配置し、
維持すること、以上を要約すれば作業を人に、
また、人をその仕事に適合させることである」。
また、主要な焦点が3つに絞られており、①
労働者の健康と作業能力の維持と増進、②安
全と健康をもたらすように作業環境と作業の
改善、そして③作業における健康と安全を支
援し、そのことによって、よい社会的雰囲気
づくりと円滑な作業行動を促進し、そして事
業の生産性を高める方向に、作業組織と作業
文化を発展させること、このような関係にお
いて、作業文化という概念が意図するところ
は、当該企業が採択した不可欠の価値体系を
反映することを意味する。実際面では、この
ような文化は、企業の経営システム、人事方
針、品質管理に反映される、と述べられてい
る。 
 ここから産業保健で行うべき活動の優先順
位が見えてくる。まず、有害業務から生じる
健康障害を防止することが第一優先である。
つまり、職業病を防止することであり、化学
物質による職業がんの防止や騒音性難聴の防
止等である。このような原因と結果が1対1対
応という図式に当てはまらない場合も多く存
在する。職業病に対比して「作業関連疾患」
と定義されており、労働環境や作業が関与し
ていることだけでなく、その他の要因も加わ
って引き起こされる多要因性の疾患である。
この中には多くのものが該当し、現在の主要
業務であるメンタルヘルス、過重労働対策が
行われている。そのほか、仕事と人との適合
を考慮する際に特別な配慮が必要となりえる、
母性保護、障がい者への対応が入る。治療と
職業生活との両立支援が重要課題となってい
るが、病気を抱え治療中の人への配慮という
意味で同じ枠組みに入る。そして、生活習慣
病対策、がん対策へという順となる。 
 世界で初めて職業と病気との関係について
体系的に書籍にまとめたのは、ベルナルディ
ーノ・ラマツィーニ（1633-1714, イタリア）
である。40種類以上の職業について、罹患し
やすい疾患の特徴を調べて書籍にまとめた2)。
彼は産業医学の父と呼ばれており、その成果
を表現する格言として、「医師は患者を診る時、
食べ物や生活環境の他に、あなたの職業は何
か、ということを聞くべき」と述べている。
仕事と病気（健康）とは密接に関連している
のである。 
Ⅲ．産業保健の基本戦術 
 産業保健を進めるうえで、基本となる原則
が存在する。有名なものに労働衛生3管理が
ある。作業環境管理、作業管理、健康管理で
ある。たとえば騒音対策を進める場合、騒音
源をなくす（代替化）、騒音源に人が接しない
ようにする（自動化）、消音装置や密閉化等で
騒音レベルを下げるが作業環境管理にあたる。
騒音レベルを測定することも含まれる。次に、
作業者が騒音にばく露する質・量を低減する
対策として、作業時間の短縮、保護具（耳栓、
イヤーマフ）が作業管理である。そして、聴
力検査等の健康診断を実施する健康管理とな
る。対策の順が重要であり、環境（仕事）の
改善が人（作業者）側の改善より優先的に行
う。つまり、 
Step1: 健康障害・安全リスクを設備環境等の
対策によって、許容レベル以下にする 
Step2: 例外的な健康状態の労働者に対して、
適正配置で対応する 
Step3: 1～2でカバーできなかった健康障害
を早期発見する 
が産業保健の基本戦術である。 
 適正配置を行うためには、職務適性を評価
する必要がある。では、どのようなタイミン
グで職務適性を評価するか。産業保健実務で
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一般的に行われている活動を図1にまとめた。
全社員を対象にした職務適性評価は、年1回
の定期健康診断である。健診結果を受けて産
業医が就業上の配慮の要否を判断し、事業者
に対して意見する。健診事後措置と言われる
活動であり、労働安全衛生法第66条の5に事
業者の義務として規定されている。ストレス
チェックが義務化されて以降は、高ストレス
者に対する面接指導も職務適性評価となる。
一方で、特別な状態をスクリーニングし、評
価を行うことがある。特別な状態とは、業務
上の状態と健康上の状態とに分けられる。前
者は長時間労働者や危険作業者等、後者は休
職者や妊娠時等である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
図１．職務適性の評価を行う場面 
 
 これらの産業保健の視点、基本戦術をもと
に、「働き方改革実行計画」で取り上げられて
いる課題について検討する。 
Ⅳ．長時間労働の是正 
 長時間労働は脳・心臓疾患やメンタルヘル
ス疾患の発症との関連が指摘されており、労
働時間や疲労の蓄積等、一定の基準を超えた
労働者に対して医師による面接指導が企業に
義務付けられている。長時間労働は労働負荷
の増大と睡眠・休養時間の不足から、疲労の
蓄積を通してこれらの疾患の発症へと繋がる
と考えられている。国際的な観察研究をまと
めた大規模データでは、週35-40時間の労働
者に比べて、週55時間以上の労働者は、心筋
梗塞の発症が1.08倍（ただし、統計的に有意
ではない）、脳卒中は1.33倍（有意差あり）で
あった3)。生死にかかわるこれらの疾病を予
防することは最重要である。一方で、多くの
人が直面する問題は、残業時間が増えると、
睡眠時間が減る、休養やテレビ・新聞、趣味・
娯楽の時間が減ることへの影響である。共働
きの家庭では家事・育児の時間をどうつくる
かが私生活に大きく影響する。 
 睡眠は、健康面のみでなく、仕事へも直接
影響する問題である。睡眠不足の影響をみた
研究4)では、睡眠時間を4つの群（8時間、6時
間、4時間、0時間）で制限して連日観察した
ところ、睡眠時間が短い群は日に日に反応テ
ストの誤回答が増加した。睡眠不足の影響が
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借金のようにたまる「睡眠負債」の影響であ
る。一方で、主観的な眠気も同時に測定した
ところ、流石に0時間（連日の徹夜）は眠気
を感じるものの、それ以外では数日で眠気に
慣れてしまい、パフォーマンスの影響ほどは
眠気を感じなかった。「眠い」と自覚すれば行
動を変えるきっかけになるものの、「眠い」と
あまり感じないが仕事のパフォーマンスに重
大な影響がありえることを示唆している。自
動車運転業務であれば、睡眠は事故にも直結
する問題であり、どのように休ませるか、睡
眠をとらせるか、を企業としても考える必要
性がありそうである。 
 睡眠時間の確保の観点から、計画のなかに
勤務間インターバル制度が取り上げられた意
義は大きい。趣旨は、睡眠や余暇の時間を十
分に確保し、仕事の疲労から回復して翌日の
仕事に取り組むことにある。インターバルを
何時間とするかは、自社の働き方の実態を把
握したうえで、上述の趣旨を達成できるよう
設定すべきである。たとえば、インターバル
が11時間とした場合、片道で通勤が1時間で
あれば残り9時間となる。夕食・風呂・朝食
等の生活時間を2時間とすれば、睡眠時間は7
時間しか残らない。くつろぐ時間を確保すれ
ば睡眠時間は減少する。勤務間インターバル
制度は、仕事と家庭とのバランスをとるうえ
で非常に効果的な対策ではあるが、万能な対
策でないことだけは留意が必要である。また、
仕事のストレスや疲労の回復には、時間的に
仕事から離れるだけでなく、心理的にも仕事
から離れることが重要であり、サイコロジカ
ル・ディタッチメント（心理的距離睡眠時間）
として注目されている。 
 長時間労働の是正対策の懸念点は、一般社
員の残業がそのまま上司（管理職）に移行す
る可能性がある点である。上司は部下の残業
時間を減らすために、自分で部下の仕事を肩
代わりする傾向がある。残業代に直結しない
ことが多い管理職の労働時間管理は厳密でな
いことが実態として多い。このような労働負
荷に加え、心理的プレッシャーも大きい管理
職を健康管理面でどのように支援するか、重
要な課題である。 
Ⅴ．柔軟な働き方がしやすい環境整備 
 テレワークや副業・兼業の推進等の環境整
備が検討されている。今までは“把握しやす
い”労働時間が健康管理対象者の選定に利用
されることが多かったが、テレワークが進む
ことで労働負荷の評価方法を考え直す必要が
ある。そもそも、労働時間以外に、拘束時間・
オンコールの時間、出張の多い業務か、交代
勤務か否か、深夜勤務があるか、単身赴任か
等、疲労の蓄積に影響する要素は多様である。
各企業に合った評価方法を検討する必要があ
る。 
 また、今までは同じ職場でお互い、顔の見
える環境で働くことが多かった。テレワーク
が進むと、上司が部下の様子を把握できない
状況も多々発生するため、誰がどのように健
康管理を行うかの役割分担を検討する必要が
ある。副業・兼業が進むと、他社での業務負
荷が自社の業務にどのように影響するか、把
握すること自体が困難となる。また、どちら
の企業が本人の健康管理責任をどの範囲まで
負うべきか、という論点が生じる。 
Ⅵ．病気の治療と仕事の両立 
 病気を治療しながら仕事をしている方は、
労働人口の約3人に1人である。定年延長・定
年廃止の流れの中で、この人口は今後も増加
することは間違いない。治療の内容やスケジ
ュールは病気によって異なり、また、たとえ
同じ病気でも病態によって治療は異なる。本
人の希望や能力も様々であるため、1対1の紋
切り型対応で済ますことはできない。本人を
中心において、医療機関（主治医等）と企業
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とが適切に情報を共有し、支援する取り組み
が必要である。ただし、支援する仕組みはあ
るが誰も相談しない、ということは常に起こ
りうる。国は両立支援コーディネーターを設
け、仕組みが円滑に進む潤滑油となることを
目指している。その役割に期待しつつ、企業
の中では、相談しやすい工夫を期待したい。
具体的には、相談しやすい（信頼されている）
人の配置とその者への役割・権限の付与、情
報管理のルールの制定およびその厳守、仕組
みに関する社員および管理職への教育等であ
る。 
Ⅶ．まとめ 
 産業保健活動の第一優先は有害業務に起因
する健康障害を防止することである。働き方
が変化している今、どのような業務が有害な
影響を生じるかについて、研究面・実務面と
もに再度、検討することが必要である。従来
の健康管理は、ともすると中年男性をターゲ
ットとして項目が組み立てられる傾向があっ
た。生活習慣病対策でその傾向は顕著である。
確かに、心筋梗塞、脳卒中は年齢・性別（男
性）がリスクファクターであり、40歳以上の
男性が主要なターゲットとなりえる。しかし、
健康問題はもっと幅広い。何らかの自覚症状
を持つ者の割合（有訴者率）では男性より女
性が高く、肩こり、腰痛、手足の関節痛と続
く。また、働くことの健康影響はネガティブ
な側面のみではない。働くことは生きがいそ
のものであり、働くことそのものが健康的な
状態と密接に関連している。 
 今後、企業は働き方の変化の中で、どのよ
うな業務が労働者の負荷となるかについて考
え、負荷軽減対策とともに、健康管理の手法
についても検討することが必要である。そし
て、その健康管理が有効に機能しているかに
ついて定期的に検証し、改善をはかる仕組み
を構築することを期待したい。 
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